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見通しに関する注意事項

本資料に記載されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくもので、種々の要因により影響を受けることが

ありますので、実際の業績は見通しから大きく異なる可能性があります。従って、これらの将来予測に関する記述に全面的に依拠することは差し控える

ようお願いいたします。また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づきこれらの将来予測を更新する義務を負うものではありません。

伊藤忠商事株式会社 (8001)

2026年5月1日

2026年度 経営計画

The Brand-newDeal

説明資料
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2026年度 経営計画サマリー

利益計画

9,500 億円 1.5兆円 規模

成長投資 株主還元

64%

累進配当継続

配   当

3,000 億円以上

0.6倍程度

基本方針

高効率経営の継続

前期比

自己株式取得

1株当たり44円以上

2026年度も着実な増益を計画すると共に、飛躍的な成長に向けた基盤固めを推進

成長投資と株主還元を追求し、中長期に亘り持続的なEPS成長を目指す

ROE 約15%

持続的なEPS成長

+497億円

投資額

NET DER

総還元性向連結純利益

137円

EPS時価総額の持続的向上

商社・日本企業の枠を超え

グローバルに選好される会社に 前期比 +9円

(期初見通し)
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2026年度 キャッシュ・アロケーション
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2023年度以前 経営方針(2024年4月)公表後

• 中計期間(3年程度)単位で、株主還元後

実質フリー・キャッシュ・フローをプラスとする

ことで強固な財務基盤を構築

• 株主還元割合を着実に引き上げ

• 「投資なくして成長なし」の方針

の下、成長投資を積極化

• 「総還元性向40%以上」を長期

コミット、株主還元を更に強化

2026年度

収益ステージ引き上げに向け、成長投資を加速する1年

利益成長・企業価値向上を追求するキャッシュ・アロケーション

ネット投資 株主還元

成長投資

1.5兆円規模

2,000億円程度

EXIT

配当

1株当たり44円以上

3,000億円以上

自己株式取得

レバレッジも梃に、成長を促進

ネット投資

1.3兆円

程度

株主還元

総還元性向

64%

総還元性向64%収益ステージ引き上げ

に向け、投資を加速

2026年度(イメージ)

実質営業キャッシュフロー

実質投資キャッシュフロー（ネット投資）

株主還元（配当＋自己株式取得）

実質営業CFに対する割合

(兆円)

実質営業CF

1兆円

程度

企業価値向上を加速

NET DER 0.6倍程度

NET DER 0.51倍 0.46倍

47%

49%

63% 42%

％：

130%
0.6兆円 0.4兆円

31%25%
33%

77% 63% 39%

(2015-17年度平均) (2018-20年度平均) (2021-23年度平均)

(期初見通し)

(グロス)
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伊藤忠らしいバリューの創造で

高ROIを実現

2026年度 成長投資の考え方

1.5兆円規模

7,660億円

厳格な投資規律の運用継続、

成長確度の高い優良資産を

積み上げ

約1,000億円の

基礎収益を積み上げ

生活消費

ハンズオン経営

資本政策も含めた

バリューチェーンの

強化・拡大

変化を捉えた

ビジネスモデルの変革

(マーケットインの発想)

リテール 食品

不動産 金融 情報

電力

モビリティ

2024年度 2025年度

2,430億円

CAPEX CAPEX

8,380億円

2,890億円

新規投資

5,230億円 5,490億円

新規投資

2026年度

新規投資

約1.2兆円

資本コスト

8%を超える

ROI

中核

事業

分野を横断した

横連携・シナジー創出

収益ステージ引き上げに向け、成長投資を加速

各セグメントの強化に資する投資に加え、取込利益100億円規模の新たな中核事業創出を狙う投資に取り組む

基礎産業 資源

「収益ステージを引き上げる投資」を狙う主な分野

全セグメントの

着実な成長を

目指す投資

収益ステージを

引き上げる

投資

約3,000億円

CAPEX

4

優良権益

積み増し

25年度 取込実績 約2,200億円

15-23年度 累計投資額 2.28兆円

ROI

約10%

(参考)  非資源分野におけるリターン実績(*1)

＝

(*1) 非資源分野における50億円以上の事業投資案件 (CAPEX、EXIT済の案件を除く) を対象とし、既存事業の追加取得案件は、追加投資額見合いの取込利益のみを集計。
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11期連続の機動的・継続的な自己株式取得

25

35

45

55

65

75

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026

1株当たり配当金 (円)

総還元性向 (％)

2026年度 株主還元

5

26年度

株 主 還 元 

自己株式取得額
(億円)

(年度)

162 279 680 620 135 600 600 1,000 1,500

33
29

34
39 38

36
27

33

41

64%

1,700

総還元性向：前期比＋1,300億円となる3,000億円以上の自己株式取得により、経営方針で掲げた「40%以上」を3年連続で超過達成見込み

配当：経営方針に累進配当を明記、2026年度配当は44円以上とし12期連続増配

52

10.0 11.0
14.0

16.6 17.0 17.6

22.0
28.0

32.0

40.0
44.0

42.0

49

3,000以上

40% 以上

総 還 元 性 向

配  当

累進配当

以上

64 %総 還 元 性 向

配  当

3,000億円以上

自己株式取得

（期初見通し）

1株当たり 44円以上        12期連続増配を継続
過去

最高

過去

最高

経営方針
（中長期のコミットメント）

(*1)

(*1) 2026年1月1日の株式分割(普通株式1株につき5株の割合)を踏まえ、過去に遡り調整(分割前配当×1/5)した金額(小数点第2位四捨五入)を記載 
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2026年度 経営計画 
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2026年度 利益計画

7

9,500

連結純利益
26年度

資源価格・為替

一過性損益

(単位：億円)

バッファー

新規投資

オーガニック成長

△40

+650 +400

900
△400

基 礎 収 益
26年度

9,000

+250

「ギア・チェンジ」による収益ステージの引き上げを実現

7,815

基 礎 収 益
25年度

中東影響
(1Q収束シナリオ)

△75
25年度分 ＋150

26年度分 ＋500

リスクシナリオも

想定した

バッファー設定

低効率資産・

ピークアウト事業の

積極的な入替

• デサント

• CTC

• 東京センチュリー

• 伊藤忠丸紅鉄鋼

• 北米建材

• Dole

• CM                    等

主要内訳：

主要内訳：

• 原料炭2案件 +125

• IFL +80

等

• 日立建機

• 北米電力

• 伊藤忠食品

• サンフロンティア不動産 等

等

25年度

26年度

前期不調事業

ターンアラウンド完遂済

• セブン銀行

• 北米電力

• アンドファーマ

・資源価格

(円/US$ 150.67→150.00)

・為替

△40

±0

＋935 ／ ＋250資源非資源

(Metsä Fibreの

連結除外)
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25年度組替後実績 26年度計画
連結純利益

前期比 計画に対するコメント
基礎収益 一過性 連結純利益

繊 維 413 20 433 520 ＋  87
【＋】 デサント：直営店拡大、シューズ事業の強化及び中国事業の伸長による成長加速

【＋】 エドウイン：販売プラットフォームを梃にしたカジュアル分野の拡大

機 械 1,411 145 1,556 1,800 ＋ 244

【＋】 シトラスインベストメント：日立建機の取込比率上昇、堅調な需要や

価格転嫁等による取込利益増加

【＋】 カワサキモータース、アイチコーポレーションの利益貢献

【＋】 北米電力事業：電力需要伸長等による好調維持

【△】 前期一過性利益の反動

金 属 1,460 ▲ 25 1,435 1,720 ＋  285   
【＋】 原料炭2案件：ターンアラウンド

【＋】 CM：前期為替評価損の反動

エネルギー・

化学品
698 ▲ 5 693 755 ＋  62 

【＋】 LNG、LPG、電力取引の数量増加・採算改善

【＋】 化学品関連事業：伊藤忠ケミカルフロンティア、伊藤忠プラスチックス等の

 収益力強化

【△】 LNG配当：持分権益数量減少

食 料 985 80 1,065 1,155 ＋   90
【＋】 伊藤忠食品：完全子会社化による取込利益増加

【＋】 Dole：青果事業での生産回復、加工品事業での販売数量増加

【△】 前期一過性利益の反動

【△】 FM：プロモーション強化による収益力強化はあるも

  外部環境変化によるコスト上昇等により若干の減益

住生活 448 160 608 630 ＋   22
【＋】 IFL：資本再編による止血を実行済

【＋】 北米建材事業：フェンス事業の強化、低重心経営の徹底

【＋】 西松建設、サンフロンティア不動産等の利益貢献

【△】 前期一過性利益の反動

情報・金融 900 30 930 970 ＋      40
【＋】 CTC：デジタルバリューチェーン戦略の推進を通じた更なる成長

【＋】 ほけんの窓口グループ：顧客体験・サービス高度化等による事業基盤の強化
【△】 携帯関連事業：取引条件見直しに伴う減益

第 ８ 311 ▲ 5 306 315 ＋     9 【＋】 セブン銀行、アンドファーマの利益貢献 【△】 支払利息の増加

その他及び

修正消去
1,186 790 1,976 1,635 △ 341 【△】 前期一過性利益の反動、損失バッファー 【＋】 資産入替等による一過性利益

合 計 約7,815 1,190 9,003 9,500 ＋   497

非資源比率 84% － 85% 80%程度

8

(単位：億円)

※構成比は、合計から「その他」を除いた値を100％として算出

2026年度 セグメント別 連結純利益計画

• 26年度よりファミリーマートの主管カンパニーを第８カンパニーから食料カンパニーへ変更（同社からの取込損益は食料カンパニー：第８カンパニー＝3：7の割合で認識）。

• 第８カンパニーは、ファミリーマートを含む全社案件での「横串」機能発揮による収益力向上に一層注力していく方針。

25年度からの

変更点
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前提条件

9

24年度 25年度
26年度

計画

(参 考 )

市況変動が26年度の

当社株主帰属当期純利益

に与えるインパクト

為 替

(円 / US$)

期中平均レート 152.62 150.67 150
1円の

為替変動

約±32億円
 (*1)

期末レート 149.52 159.88 150 －

金 利

(%)

TIBOR 3M (円) 0.48% 0.90% 1.50%
0.1%の

金利変動

－

SOFR  3M (ドル) 4.81% 4.00% 3.75% －

原油 (ブレント) 価格   (US$/BBL) 78.21 69.02 80 ±0.8億円
 (*4)

鉄鉱石 (中国着) 価格 (US$/㌧) 105
(*2)

102
(*2)

N.A.
(*3)

±18.5億円
 (*4)

(*1) 26年度の期中平均レートが円安(増益)/円高(減益)となった場合の影響額を記載しております。

(*2) 24年度実績、25年度実績の鉄鉱石価格は、市場情報に基づく一般的な取引価格として当社が認識している価格を記載しております。

(*3) 26年度計画の鉄鉱石価格は、市場情報に基づく一般的な取引価格等を勘案した価格を前提としておりますが、実際の価格は鉱種及び顧客ごとの個別交渉事項となるため、開示を控えております。

(*4) インパクトは、販売数量、為替、生産コスト等により変動いたします。
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2026年度 経営計画 補足資料
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経営方針 ―株主還元方針を見直し―

2024年4月「経営方針 The Brand-new Deal」を公表

これに加え単年度の経営計画をコミットし、毎年度初に公表する形で企業価値の持続的向上を目指す

2026年5月、経営方針において「累進配当」の方針を明確化

営業から管理部門に至る全社員が常にマーケティング力を磨き

創業以来160年超にわたって築き上げてきた川上・川中における資産・ノウハウを駆使し、

より消費者に近い川下ビジネスを開拓・進化させ企業価値の持続的向上を目指す

投資なくして成長なし

定性面の磨き

総還元性向 40%以上

累進配当

業績の向上

企業ブランド価値の向上

株主還元

～ 利は川下にあり ～

11
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全セグメントでのROA向上努力

全社視点での資金配分

約15%

NET DER

全社視点での

マネジメントによるコントロール

(2025年度)(2025年度)

ROE

目標15%

ROA

1.2兆円

ROA 2.0%

ROA 8.7%

3.9兆円

2010年度

1.7兆円

5.5%

8.6%

14.6兆円

非資源

資源

2025年度

(年度)

ROA

ROA

ROAROA レバレッジ

5.7%

非資源

資源

全セグメントでのROA向上に向けた取組み レバレッジの拡大

財務・資本戦略の堅持

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

非資源分野

総資産推移

「投資における4つの教訓」・「投融資協議委員会での厳格な議論」・「聖域なき資産入替」を継続、安定成長を目指すための資産配分を今後も推進

A格堅持を意識したB/Sマネジメントを継続、2026年度は「成長投資」と「株主還元」の両輪を追求

3つの

バランス

株主還元

成長投資
有利子負債の

コントロール

NET DER推移

0.0倍

0.5倍

1.0倍

1.5倍

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25(年度)

0.6倍程度

0.46倍

(2025年度)

12
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新たな中核事業の育成（新規投資）

13

モビリティ 電 力 食 品 不動産

日立建機 北米電力 (ボウマン風力発電所) 伊藤忠食品 サンフロンティア不動産

26年度投資 26年度投資 26年度投資 26年度投資

• 追加投資額: 1,341億円

• 取込利益増 100億円+α 

• 投資額: 約200億円

• 北米電力事業全体で

ROI 10%以上を見込む

• 追加投資額: 784億円

• 取込利益増 40億円+α 

• 投資額: 320億円

• 将来利益目標 40億円

• 築古オフィスリノベ事業のNo.1プレイヤー

(セットアップオフィス市場シェア38%*)への

21.2%出資

• 市場規模24兆円・CAGR5%で成長する

国内不動産アフターマーケットを取り込み

国内外での不動産バリューチェーンの

強靭化・シナジーの追求

✓ 新たな中核事業の創出を狙う、ビジビリティの高い成長投資

2026年度新規投資計画の1/4にあたる約3,000億円の投資を、以下4分野にて確定済

食品卸や菓子卸を含む、食品流通

業界におけるプラットフォーム構築

モビリティ関連分野でのアライアンス  

拡大

AIやデータセンターを背景に急増する

電力需要の取込み

• 常温・酒類に強みを持つ食品卸(52.5%/

上場子会社)を完全子会社化

• 低温・冷凍等の成長分野における事業基盤の

強化、物流分野における効率化を推進

• デジタル分野等での新たな事業機会を創出

• 北米10万世帯に再エネ電力を供給する

ボウマン風力発電所へ出資

• 安定収益の資産保有、高資産効率の再エネ

開発、運転・保守事業をバランスよく育成

• 取込比率を20.4%→33.4%へ引き上げ

• 海外販売支援・販売ファイナンス・人的支援

等の当社バリューを活かした支援強化に加え、

トレードや周辺事業協業等のシナジーを強化

北米電力全体の将来利益目標 400億円

＜従来の300億円より引き上げ＞
*2024年2月調査実施、調査企画：サンフロンティア不動産

  調査実施：H.M.マーケティングリサーチ
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沿線生活導線

公共性と信頼

リアル・デジタルの

顧客接点

生活消費分野の

ノウハウ

ネットワーク・

幅広い事業基盤

生活者起点の発想

鉄道×商社の強みを掛け合わせ、

日本を代表する

総合デベロッパーへ

不動産領域に留まらず、マーケットインの発想での広範な価値提供

経営統合

セブン銀行
ファミリーマートへの

高機能ATM設置約28,000台

国内最大のATM網構築 多様な金融サービス提供

ATM関連でのセブン銀行・ファミリーマート双方の収益拡大に加え

金融分野での更なる事業展開を追求

ファミリーマート

全国16,400
店舗網

顧客利便性向上

✓利用件数増加

ファミリーマート独自ブランドでの

多様な金融サービス提供

決済カード ローン

ファミリーマートセブン銀行

✓スケールメリット

設置台数増加

「入出金インフラ」から

「多機能サービスプラットフォーム」へ

各社金融事業を掛け合わせ

新たなビジネスモデルを創出

JR東日本との不動産分野における戦略的提携 セブン銀行との資本業務提携

等

新たな中核事業の育成（連携・再編）

✓ 既存事業を梃にした分野横断での連携・再編

横連携・事業領域の拡大による更なる成長の加速（リテール・物流・金融等）

資本業務提携契約を締結、20%を出資（投資額653億円）両社子会社を合併(出資比率: JR東日本60%・当社40%)、新会社は26年10月よりスタート予定

デジタル 物流 購買 金融/決済 広告 海外
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デサント

新たな中核事業の育成（買増からの成長力引き上げ例）
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✓ 知見ある事業での成長牽引

3.6倍

2026(計画)20252023

2022 2025

2017 2025

18/2Q

子会社化

✓ 成長市場であるスポーツアパレル分野で

強力なパートナーを巻き込んだ成長戦略の実現

✓ 直営・商品力強化によるブランドの価値向上、

及び、ハンズオンでの経営改革の断行

✓ 将来的な生成AI、DX需要を取り込むため、

業界内で先駆けて非上場化を実施

✓ 当社主導による戦略的パートナーとの連携を通じ、

デジタル事業群を形成し、成長を牽引

✓ グループ全体でのノウハウ・サプライチェーンを通じた

商品・サービス力の強化・拡充

✓ メディア／データを中心とした新規ビジネス・シナジー

の創出と拡大

53億円

118億円

650億円

190億円

209億円

515億円

ハンズオン経営・マーケットインの発想で成長力を引き上げ

(100%)

(99.95%)

(94.7%)

(61.2%)

(40.9%)

3.1倍

4.4倍

2026(計画)

2026(計画)

非公開化

20/3Q

非公開化

23/3Q

非公開化
24/4Q

取込損益

取込比率 (44.5%)

ファミリーマート

CTC
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企業ブランド価値の向上

※ 伊藤忠商事のMSCI ESG Research LLCまたはその関連会社（MSCI）のデータの使用や、MSCIのロゴ、商標、サービスマークやインデックス名の使用は、MSCIによる伊藤忠商事の後援、宣伝、販売促進を行うものではありません。MSCIのサービスとデータは、MSCIまたはその情報プロバイダーの資産であり、現状を提示するものであり、保証するものではありません。

 MSCIの名称とロゴは、MSCIの商標まはたトレードマークです。
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ステークホルダーとの対話

日経統合報告書アワード

「グランプリ」受賞

統合レポート投資家・アナリスト評価

・岡藤会長CEO「Best CEO」(14年連続)

・鉢村前CFO「Best CFO」(9年連続)

・「Most Honored Company」に認定、

日本企業で3社のみの最高位

市場関係者から

極めて高い評価を獲得

主要3機関全てから

最優秀賞を2年連続受賞

「IRグッドビジュアル賞」受賞

（9年ぶりの受賞、7社のみ）

市場に訴求する開示資料

として高い評価
日本企業トップの評価

「デジタルトランスフォーメーション

銘柄」に初選出

優れたデジタル活用により企業  

価値向上に繋がるDXを推進する

企業に初選出

デザイン表彰ホームページ表彰DX関連

人的資本

主要な就職人気企業ランキング

7媒体のうち6媒体で

全業種No.1

7媒体全てで

7年連続 商社No.1 健康経営優良法人2026 令和7年度なでしこ銘柄

SDGs取組み

環境省「ESG ファイナンス・アワード・ジャパン」

金賞(環境大臣賞)受賞

主要なESG評価指標

商社No.1

資金使途をジェンダー・ポジティブな取組に限定した社債

を国内で初めて発行、サステナブルボンド賞を受賞

オレンジボンドを発行

天然ゴムの持続可能な調達を支える

PROJECT TREEの推進会社を2025年

6月に設立、営業開始

PROJECT TREE推進強化

主要なIR・サステナビリティサイト

評価機関で2年連続三冠達成

・大和インターネットIR表彰2025最優秀賞

・Gomez IRサイトランキング2025年金賞

・日興アイ・アール(株)2025年度全上場企業ホームページ

充実度ランキング 総合・業種別(卸売業)最優秀サイト



Copyright © ITOCHU Corporation. All Rights Reserved.

更なる企業価値の向上へ
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+12%
+8%

+36%

△11%

+36%

+17% +19% +18%

+39%
+36%

+26%

TOPIX構成銘柄で唯一、11年連続でTOPIXをアウトパフォーム

7年連続：2社

5年連続：32社

11年連続

アウトパフォーム

当社のみ

2015 2020 2025

S&P500

TOPIX

7.6倍

3.2倍

2.3倍

毎年の積み重ねを通じ、

中長期でも主要指標をアウトパフォーム

(*) 2015年3月31日の終値を1とした、2026年3月31日までの株価推移

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

 伊藤忠商事 +12% +8% +36% △11% +36% +17% +19% +18% +39% +36% +26%

 TOPIX +10% △2% +20% △18% +15% +5% +10% △5% +25% +18% +22%
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